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経済産業省

商務情報政策局

情報経済革新戦略

～情報通信コストの劇的低減を前提とした
複合新産業の創出と社会システム構造の改革～
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Ⅰ．エレクトロニクス・ＩＴ産業の現状と課題
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Ⅰ－１．エレクトロニクス産業の現状と課題

エレクトロニクス産業は自動車と並び、裾野が広い雇用を支える我が国の基幹産業。

 しかし、近年では、擦り合わせの必要がないデジタル製品（パソコンなど）のみならず、

日本が強かった電子部品・材料の分野でも、量産競争・コモディティ化が急激に進展し、

市場が急拡大する中で、中国・韓国勢の猛追を受け、世界シェアを大きく落としている。

エレクトロニクス産業の製品出荷額・従業員数

（出所）経済産業省「工業統計調査（2009年2月）」

製造品出荷額等
（全製造業）337兆円

エレクトロニクス 13%
45兆円

自動車 17%

従業員数
（全製造業）852万人

エレクトロニクス 12%
106万人

自動車 11%

リチウムイオン電池の世界シェアの推移

（出所）インフォメーションテクノロジー総合研究所

2000年
（市場規模：3,000億円）

2008年
（市場規模：1兆円）

三洋、三洋GS
（日）33%

ソニー（日）21%松下電池工業（日）19%

東芝（日）11%

NECトーキン（日）6%

日立マクセル（日）3%

三洋、三洋GS
（日）22%

ソニー（日) 15%

サムスンSDI（韓）15%
LG化学（韓） 7%

BYD（中） 8%

BAK（中） 7%

パナソニック（日）6%

日立マクセル（日）5%

Lishen（中） 4%

その他



（参考）iPod→iPadに見る部材での中国・韓国勢の猛追
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日本の電子部材は中国・韓国勢とのコスト競争で存在感が低下しつつある。

2005年： iPod （販売価格299ドル）の製造コスト構成

ハードディスク 50%（日）

液晶ディスプレイ 16%（日）

プロセッサ 6%（米）

コントローラ 3%（米）

電池 2%（日）

その他
33%

製造コスト
144ドル

液晶ディスプレイ
・ＬＧディスプレイ（韓）
・サムスン電子（韓）
・セイコーエプソン（日）

タッチパネル
・勝華科技（台）
・群創光電（台）
・ＴＰＫ（台）

携帯電話
モジュール
・ｲﾝﾌｨﾆｵﾝ（独）

携帯電話
高周波処理
・村田製作所（日）

無線ＬＡＮ
・ﾏｰﾍﾞﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰ（米）
・ブロードコム（米）

ＧＰＳ
・ｲﾝﾌｨﾆｵﾝ（独）

電池
・サムスンＳＤＩ（韓）
・天津力神電池（中）
・新普科技（台）

コネクター
・フォックスリンク（台）

水晶振動子
・エプソントヨコム（日）

プロセッサ
・ＰＡセミ（米）

ＤＲＡＭ
・サムスン電子（韓）
・ハイエニックス（韓）

フラッシュメモリ
・東芝（日）
・サムスン電子（韓）

ケース
・鴻海精密工業（台）

強化ガラス
・正達国際光電（台）

バックライト
・中強光電（台）

プリント基板、バックライト
・不明（台）

ハードディスク
・東芝（日）

液晶ディスプレイ
・東芝（日）
・松下（日）

プロセッサ
・ブロードコム（米）

コントローラ
・ポータルプレイヤー（米）

電池
・ＴＤＫ（日）

ＤＲＡＭ
・サムスン電子（韓）

液晶ディスプレイ 36%（韓）
※日本は一部に留まる

フラッシュメモリ 14%
（日・韓）

プロセッサ 7%（米）

電池 9%（韓・中・台）

その他
34%

製造コスト
260ドル

2010年：iPad （販売価格499ドル)の製造コスト構成

（出所）ＮＹタイムス、米アイサプライ、バークレイズキャピタル証券、日経産業新聞より経済産業省作成
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Ⅰ－２．ＩＴソリューション産業の現状と課題

 ＩＴソリューション産業もエレクトロニクスに比肩する86万人の雇用を支えている。

我が国ＩＴソリューション産業は米・英に次ぐ世界第３位の市場であるが、誰もが使わざる
を得ないサービス基盤（ＯＳ、汎用パッケージソフトなど）は米国勢の独壇場。

（出所）経済産業省「特定サービス産業実態調査」

世界のＩＴソリューション市場（国別）

（出所）Digital Planet 2008〔World Information Technology and Services Alliance〕

日本のＩＴソリューション産業の売上高・従業者数の推移

93%

Windows

マイクロ

ソフト

5%

Mac

アップル

2009年

OS

世界シェア

（出所）ガードナー資料、ＭＵＲＣ資料より経済産業省作成

41%

ＳＡＰ

21%

オラクル

38%

その他
2006年

業務用

パッケージ

ソフトウェア

世界シェア

42%

オラクル

24%

IBM

19%

マイクロ

ソフト

2007年

データベース

管理ソフトウェア

世界シェア

85%

グーグル

7%

ヤフー

4%

マイクロ

ソフト

3%

百度

2009年

検索エンジン

利用者

世界シェア

世界のＩＴソリューション市場における主要製品・サービスのシェア

米国企業

欧州企業

中国企業

日本企業

15%
その他

44%

アメリカ

7.3%

イギリス

7.2%

日本

23%

その他

2009年

世界規模

約95兆円

6.8%
ドイツ

5.7%
フランス

3.3%
中国

3.2%
イタリア

http://images.google.com/imgres?imgurl=http://blogs.itworldcanada.com/career/files/2007/07/ibm.jpg&imgrefurl=http://www.rushprnews.com/category/banking-financial-news/&h=399&w=757&sz=85&hl=en&start=2&um=1&tbnid=AI6t19Wuam4TmM:&tbnh=75&tbnw=142&prev=/images?q=ibm&um=1&hl=en&sa=N�
http://www.google.com/imgres?imgurl=http://www.admire.be/pages/references/References/microsoft-logo.jpg&imgrefurl=http://www.admire.be/pages/references/references.php&h=360&w=450&sz=11&tbnid=j_WDRg2Y5x8J::&tbnh=102&tbnw=127&prev=/images?q=microsoft+logo&hl=en&sa=X&oi=image_result&resnum=1&ct=image&cd=1�
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Ⅰ－３．世界と日本の主要プレイヤー比較

（出所）ＭＵＲＣ「ＩＴ産業の社会インフラ分野への国際展開調査（ＪＩＰＤＥＣ委託）」、各社決算情報から経済産業省作成

世界の主要エレクトロニクス・ＩＴ企業の売上高・営業利益率の比較（２００５～２００８会計年度平均）

三菱

電機

富士通

パナソニック

日立
東芝 ソニー

ＮＥＣ

シャープ

三洋

マイクロソフト

オラクル

ＳＡＰ

アップル

インテル

ＩＢＭ

ＨＰ

サムスン

ＧＥ

グーグル

シスコシステムズ

ノキア

ＮＴＴデータ
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営
業
利
益
率
（％
）

売上高

（兆円）

米国企業

欧州企業

韓国企業

日本企業

日本勢は、世界の主要プレイヤーと比較して、営業利益率で大きな差。
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Ⅰ－４．日本のエレクトロニクス産業の苦戦の原因（１） 標準化戦略①

製品アーキテクチャ毎の競争力

日本企業が赤字撤退

（出所）小川紘一
「国際標準化と事業戦略

日本型イノベーションとしての
標準化ビジネスモデル」

ＶＴＲもオープン標準化された瞬間、市場が急拡大。日本企業は撤退

ＨＤがオープン標準化された瞬間、市場が急拡大

 擦り合わせ型の日本製品はグローバル市場で競争力がある。
 インターフェイスが標準化された瞬間、日本以外でも簡単に生産できるようになり、市場が急拡大。
 超精密構造のVTRも、製品がモジュラー型へ転換後、韓国企業のシェアが急拡大、日本企業は撤退。



海外
企業の
戦略

起こった
こと

* IPプロトコルを利用
** シスコがブラックボックス化したシステム。Internetworking Operating Systemの略で独自プロトコルのIGRP（Interia Gateway Routing Protocol）を利用

自社領域を知財
で保護し、ブラック
ボックス化
 MPU

ライセンスされた企業が世界販売し、
シスコのルーターがデファクト標準化

デファクト標準化したルーターで
日本勢は撤退

それ以外は徹底
的にオープン化で
開放、新興国の
メーカーの参入を
促進
 PCIバス
 ﾏｻﾞｰﾎﾞｰﾄﾞ

オープン化された周辺領域で新興国
が参入し、コスト競争激化

ブラックボックスを確保するインテル
は高利益率を維持するも、オープン
化された領域の日本勢（メモリ、
ＨＤＤ等）は韓国・台湾勢から猛追

ルーター
（IOS**）

ネットワーク

ネットワーク

オープン
プロトコル*

を利用

知財で保護し、
ブラックボック
ス化

技術の改版権
は保持し、他企
業へライセンス
提供することで
オープン化

マザーボード
Gateway

基地局制御システム

携帯電話端末（ハンドセット）

・・・

Switch Switch ・・・
インフラ側
をブラック
ボックス化

オープン化

日本企業が世界最高レベルの
携帯電話インフラ・端末を持って
いたが

ブラックボックス化したインフラ
領域の技術更新に即時に対応
できない仕組みとなっており、

日本勢は海外展開できず

相互
依存性

（出所）小川紘一「国際標準化と事業戦略」、ＤＩ「ＩＴ産業の社会インフラ分野への国際展開調査（ＪＩＰＤＥＣ委託）」より経済産業省作成 8

ＰＣでのインテル ルーターでのシスコ 携帯電話でのノキア

海外有力プレイヤーは「ブラックボックス」と「オープン」を合わせた標準戦略を駆使。

Ⅰ－４．日本のエレクトロニクス産業の苦戦の原因（１） 標準化戦略②



9
（出所）立本 博文「国家特殊的優位が国際競争力に与える影響：半導体産業における各国税制の事例」から経済産業省作成

製造原価

減価償却費
（設備投資）

研究開発費

販売管理費

利益

製造原価

（製造工程の生産性
の劇的改善により、
製造原価が下落）

減価償却費
（設備投資）

研究開発費

販売管理費

製造原価

減価償却費
（設備投資）

研究開発費

販売管理費

（時系列）

当初の
価格

設備投資
Ｒ＆Ｄ投資

設備投資
Ｒ＆Ｄ投資

利益

利益

製造原価

減価償却費
（設備投資）

研究開発費

販売管理費

利益

当初の
価格

過小投資の場合

製造原価

減価償却費
研究開発費

販売管理費

利益

製品のコモディティ化
＝価格下落

過小投資→先端設備が導入されず、製造原価が高止まり。
→利益を確保するため、設備投資や研究開発投資を抑制。

→さらなる製造原価の高止まりを生む、という悪循環に。

製造原価

販売管理費

利益が出せなくなり、
事業継続が困難に。

市場が急激に拡大する分野で
設備投資・研究開発投資のもたらす効果

サムスンは市況が落ち込んだときにも積極的な設備投資。
日本は「業績が悪くなると利益確保のために設備投資を抑制」

サムスンと日本企業の半導体関連投資額比較

※日本５社：東芝、NEC、富士通、パナソニック、ソニー

（出所）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「ＩＴ産業の社会システム分野への国際展開調査（ＪＩＰＤＥＣ委託）」

投資が十分の場合

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 サムスン

日本５社平均

(億円）

市場が急激に拡大する分野では、投資競争が勝敗の鍵を握る。

Ⅰ－５．日本のエレクトロニクス産業の苦戦の原因（２） 過小投資問題



 2009年度のエレクトロニクス主要各社の決算では、ほとんどが営業黒字を回復。

一方で、営業利益の多くを減価償却費や研究開発費の抑制によって確保している企業
もあり、将来の成長への悪影響が懸念される。

（単位：億円）２００９年度決算の概要

（参考１）直近の主要各社は利益確保のため、投資を抑制

10（出所）各社決算資料より経済産業省作成

日立 パナソニック 三洋電機 ソニー 東芝 富士通 NEC シャープ

売上高 89,685 74,180 15,946 72,140 63,816 46,795 35,831 27,559

前年比 ▲ 10,318 ▲ 3,475 ▲ 1,760 ▲ 5,160 ▲ 2,729 ▲ 135 ▲ 6,325 ▲ 913

営業利益 2,022 1,905 323 318 1,172 944 509 519

前年比（Ａ） ＋ 750 ＋ 1,176 ＋ 240 ＋ 2,596 ＋ 3,674 ＋ 256 ＋ 571 ＋ 1,074

研究開発費 3,724 4,769 625 4,320 3,232 2,249 2,760 1,665

前年比（Ｂ） ▲ 441 ▲ 410 ▲ 129 ▲ 653 ▲ 551 ▲ 250 ▲ 706 ▲ 289

利益の回復に占める
研究開発費の抑制の割合

－（Ｂ）/（Ａ）
59% 35% 54% 25% 15% 98% 124% 27%

減価償却費 4,417 2,518 623 3,710 2,990 1,648 1,112 2,467

前年比（Ｃ） ▲ 371 ▲ 740 ▲ 63 ▲ 344 ▲ 508 ▲ 591 ▲ 225 ▲ 250

利益の回復に占める
減価償却費の抑制の割合

－（Ｃ）/（Ａ）
49% 63% 26% 13% 14% 231% 39% 23%



日本勢と諸外国勢では大きな法人税負担の格差があり、再投資余力を損なっている。

（注）なお、シャープは2009年3月期の税引後当期利益がマイナスのため、08年3月期の数値

（※）実質税負担率（％）＝法人税等／税引前純利益

項目

ｻﾑｽﾝ ｻﾑｽﾝ
（税負担率
＝ｼｬｰﾌﾟ）

ｼｬｰﾌﾟ
(08年3月

決算）
（08年12月

決算）

売上高 11.6兆円 3.4兆円

税引前純利益 0.6兆円 0.16兆円

法人税等 0.07兆円 0.2兆円 0.06兆円

実質税負担率（※） 10.5% 36.4% 36.4%

（参考）本社所在地の
法人表面実効税率

24.2%
(韓国）

40.7%
（日本）

税引後利益 0.56兆円 0.4兆円 0.1兆円

ｻﾑｽﾝ 実質税負担率 10.5% （韓国の表面実効税率 24.2%)
ｼｬｰﾌﾟ 〃 36.4% （日本 〃 40.7%)

→ｼｬｰﾌﾟの亀山第二工場の投資額：約1,500億円をも超える

実質税負担率の差から生じるｻﾑｽﾝの余裕資金：約1,600億円

サムスンとシャープの税格差のインパクト

（出所）経済産業省「経済社会の持続的発展のための企業税制改革に関する研究会」資料 11

日米韓台の主要企業の実質税負担率比較

（％）

（注１）2006～2008会計年度の平均、連結ベース
（注２）税金等調整前当期利益がマイナスとなる年度を除く。

（ＬＧ電子：2006年度、パナソニック、シャープ：2008年度）
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27.6%

19.2%

15.7%

12.5%
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（参考２）日本の世界最高水準の法人税負担が投資に与える影響



構造を分析

12

○サムスンでは1990年から、「地域専門家制度」を導入。

○入社３年目以上、課長代理クラスの社員から毎年200～300人

の優秀な人材を選び、アジア、米国、欧州、中近東、中国、ロシア、

ブラジルなどさまざまな国や地域に派遣。

○地域専門家は自分の希望する国に１年間滞在し、その国の文化、

習慣などを学習。何か仕事をしたり、レポートを書いたりする義務

はなく、自主的なプログラムに沿って学び、その間の給料も保証。

「地域専門家制度」

○サムスンでは、独自の技術開発と開発設計を原則行わず、

先行メーカーの製品を分析し、どのような機能を意図して設計

され、その機能を実現するためにどのような仕組みを備えている

かということを「遡るようにして」分析（リバースエンジニアリング）

○その上で、「単なるモノマネ」ではなく、機能の足し算と引き算を

しながら、各市場・地域の消費者向けにカスタマイズ。

（フォワードエンジニアリング）

足し算・引き算の設計手法

(リバース＆フォワードエンジニアリング)

先行メーカーの設計手順

足し算・引き算の製品設計

リバースエンジニアリング

フォワードエンジニアリング

要求仕様 機能 機構 製品

要求仕様 機能

機構 製品
要求仕様 機能

要求仕様 機能

各市場・地域に
密着した製品開発

要素機能に
分析・分解

実現する手段としての
機構を選択・決定

展開して
製品を決定

機構

地域専門家
の合計
3,578人

（2007年度）

地域専門家の派遣状況

2007年度に派遣した人数
250人

地域専門家の派遣先

アジア
2,112人ヨーロッパ

（ロシア含む）
683人

北米
506人

中南米
211人

その他
66人

これまで派遣した人数
3,328人

要素機能に
分析・分解

 サムスンは、アジアを中心に各市場・地域の文化や習慣などを熟知するための「地域専門家制度」を１９９０

年から開始し、各市場・地域にマッチした製品を販売するための足し算・引き算の設計手法を追求する等、

新興国市場を制するための戦略を周到に進めてきた。

Ⅰ－６．日本のエレクトロニクス産業の苦戦の原因（３） 内向き志向①



ものづくり、サービス、コンテンツ等の区分を超え、ビジネス全体を見据えた上でプラット
フォームを抑えるという戦略的対応で海外有力プレイヤーに遅れをとっている。

13

アナログ

デジタル化
1995年頃～

購入

来店

配送出版

書店
持ち
帰り

印刷

郵送印刷

専用
端末

スマート
フォン

→ＩＴ企業の参入
（アマゾン等）

→エレクトロニクスメーカー
参入（アップル等）

インターネットを活用

した電子商取引の普及

（例）出版・書店業界に起きた変化

印刷企業 ＶＳ 書店ＶＳ ＩＴ企業 ＶＳ エレクトロニクスメーカー

革新的変化を示す

コンテンツのデジタル化
モバイル端末の革新

省略

省略

(Web上）

省略
（Web上）

Ⅰ－６．日本のエレクトロニクス産業の苦戦の原因（３） 内向き志向②

クラウド化
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Ⅱ．産業全体や社会の抱える課題



Ⅱ－１．産業全体の抱える課題

（出所）日本生産性本部「労働生産性の国際比較2009年版」

日本の労働生産性はOECD30カ国中第20位
（製造業はOECD25カ国中第14位）

* 1ドル ＝ 100円、1ユーロ=130円で算出 出所：厚生労働省、JAHIS、富士通、Insights、COCIR資料よりＤＩ作成

0.22 0.25 0.29 0.28 0.29 0.34 0.34

0

1

2

3

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 （年）

（兆円） 米 国*

 国民医療費の約2％

日 本
 国民医療費の1％程度

欧 州*約2.7

圧倒的な
投資額の差

約1.9
約2.1 約2.2

約2.4 約2.5

オバマ大統領が
ヘルスIT新政策を発表
（電子カルテ化など）

日米欧の医療ＩＴ投資の比較

（出所）ＤＩ「ＩＴ産業の社会システム分野への国際展開調査（ＪＩＰＤＥＣ委託）」、三菱総合研究所資料より経済産業省作成

（出所）池田英男「高生産性オランダトマト栽培の発展に見る環境・栽培技術」

○総人口は日本の16％、耕作面積は20％
○農耕には厳しい条件ながら、農産物輸出額は、米国に次ぐ世界第２位

（花き、酪農、熱帯性農産物、野菜等）
→ＩＴの活用等によって、労働生産性を１９８０年の倍以上に向上

農業の
１．５次
産業化
に成功

金融

小売

運輸

公益事業

通信

製造

医療

金融

その他

流通

政府／公共

通信

製造

約155兆円
(2010年)

約5兆円
(2010年）

世界のIT支出はＧＤＰ比約3％水準
日本のＩＴ支出はＧＤＰ比約１％水準

（出所）ガードナーよりJECC作成／IDC Japan（2009年9月）より経済産業省推計

15

英国では政府主導で
全住民の医療記録サ
ービスを提供(2002)

圧倒的な
ＩＴ投資の
量的な差

世界の産業別IT支出予測 日本の産業別IT支出予測

オランダにおける施設野菜の収量

○大規模施設

○データ・コンピュータの活用

○システム化・ロボット化

○溶液栽培

○高収量品種

○常に収量増加の追求

豊富なデータを基にした管理 経験と勘による管理

○小規模施設中心

○温度中心の人的環境管理

○全て手作業

○ほとんどは土耕

○高収量品種なし

○土づくり農業

ＯＥＣＤ加盟諸国の労働生産性（２００８年／３０ヶ国比較）

欧米の医療

オランダの農業

我が国の労働生産性は先進国でも低い水準。産業別に見たＩＴ投資は、諸外国と比べて
量も質も不足。



Ⅱ－２．社会の抱える課題

16

気候変動問題 水資源問題 交通問題

物流効率化電子政府 地域活性化中小企業支援

医療・介護問題

世界・日本の抱える課題（例）

世界・日本は気候変動、水、交通、医療・介護等の様々な社会的課題を抱えている。
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* 主要商品別の輸出額から輸入額を引いた値
出所： 財務省
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 船舶
電気機器
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 映像機器

一般機械
 建設機械
 他

原料別製品

化学製品
（医薬除く）
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原料品

鉱物性燃料

その他
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'88 '90 '92 '94 '96 '98 '00 '02 '04 '06 '08
（年）

9.0

2.9

8.3

14.1

14.0

2.5

10.9

17.5

▲3.7

15.9

輸出入額
（兆円）

自動車、エレクトロニクス、一般機械の
３つが外貨獲得の3本柱

'05～'08
鉱物性燃料、
原料品が高騰

(％)

原料別製品

医薬以外

食料品

原料品

鉱物性燃料

医薬品

その他

輸出入額
（兆円）

（月）

2006年 2007年 2008年 2009年

一般機械

電気機器

輸送用機器

急激に減少

Ⅱ－３．日本の新しい成長モデルづくりが命題に

（出所）ＤＩ「ＩＴ産業の社会システム分野への国際展開調査（ＪＩＰＤＥＣ委託）」より経済産業省作成 17

年別の輸出入推移の比較 最近の月別の輸出入額推移の比較

 自動車、エレクトロニクス産業を中心とした日本経済は、昨年の金融危機以降、行き詰まりを見せている。

今後、日本は何で稼ぎ、雇用を確保していくかという新たな成長モデルづくりが命題に。
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Ⅲ．解決策検討の視座



0

5

10

15

20

25

1985 1995 2005

Ⅲ－１．情報通信インフラコストの劇的低減

19
（注）試算の仮定として、コンピューティングパワーに要するコストが半導体の「ムーアの法則」のように指数関数的に減少することとし、これに長距離電話料金の推移を乗じることにより算出。
（出所）経産省「クラウド・コンピューティングと日本の競争力に関する研究会」第２回資料から経済産業省作成

ＪＴＢの事例 ：システム更新時にメールをGoogle(Gmail)へ移行

20億円→9億円の11億円の削減（5年間）と

メールボックス容量500倍を実現見込み

クラウド・コンピューティングの潮流

５年で１０００分の１以下に

（百万）

１９８５年の１００万分の１以下に

（年）

情報通信インフラコストの推移（試算）

過去

５億円(1964)

現在

５万円(2010)

ＩＰ電話アナログ電話

コンピューティングパワーと情報伝送に要するコストが限りなくゼロに。

クラウド・コンピューティングがこの潮流を一層加速化しており、数年前は不可能だった

ビジネスモデルが次々と実現しつつある。



土壌のセンサ情報や気象情報等を組み合わせ、「経験知」をデータ化した農業が実現。

農家

センサ情報

ＩＴ企業

センサー分析情報

気象庁・気象情報提供企業

ピンポイント気象情報

農地情報気象情報

コンサルティング・ファーム

農業課題解決策

農地情報

農場監視・管理機能作物被害警告機能 農業コンサルティング機能

収集

分析
分析 収集

分析

連携

野菜畑

植物工場

稲田 ビニールハウス

•センサ情報
気温

土壌湿度
水分量 等•農地情報

• センサ情報

• アラート
(作物被害・収穫 等)

• アラート
(台風・霜・冷害 等)

• 農業課題解決策

•農地情報

•センサ情報

農業クラウド

農地内各種情報と気象情報等を組み合わせ、分析することにより
詳細単位での生産管理が可能となる

また工業技術も組み合わせ、最適な生産手段を把握することも可能

（出所）経済産業省「クラウド・コンピューティングと日本の競争力に関する研究会」第３回資料

センサ・ＧＰＳからの土壌・気象情報を活用した農業管理システム

20

（参考）クラウド・コンピューティングがもたらすイノベーション①：農業

http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://blog.drecom.jp/om2331/img/1958/dsc03285.jpg&imgrefurl=http://kniimi.blog.drecom.jp/archive/1958&usg=__MdQbdHEQTn2mCMdWP-JLfit7Wws=&h=300&w=400&sz=60&hl=ja&start=5&sig2=tvn-imBYx6iLxa-WXXGe_w&um=1&tbnid=Z7n6ZoBrxazZGM:&tbnh=93&tbnw=124&prev=/images?q=%E8%BE%B2%E5%A0%B4&hl=ja&rlz=1T4GPEA_jaJP293JP294&um=1&ei=i1YFS5WwCpfi7APSpLGOBw�
http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www.photolibrary.jp/mhd1/img77/450-200803200413298091.jpg&imgrefurl=http://www.photolibrary.jp/img77/8091_230189.html&usg=__8XN7wXzP2I0m5TIbhpYtrQ-KhIU=&h=302&w=450&sz=127&hl=ja&start=10&sig2=78p45rCTqcK9-jult2Fzuw&um=1&tbnid=J0EcoURLCWx3xM:&tbnh=85&tbnw=127&prev=/images?q=%E3%83%93%E3%83%8B%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%83%8F%E3%82%A6%E3%82%B9&hl=ja&rlz=1T4GPEA_jaJP293JP294&um=1&ei=XlYFS-SXGZvs7AOG4cGUBw�


製品に通信アンテナを搭載することによって、ＧＰＳ・衛星を活用し、製品単位での盗難
防止や異常管理、需給予測などが可能になるとともに、自動での車両誘導等が実現。

（出所）コマツ

無人ダンプトラック運行システム機械稼働管理システム（ＫＯＭＴＲＡＸ）

センサ・ＧＰＳからの製品情報を活用した管理システム

21

（注）ＫＯＭＴＲＡＸ：Komatsu Machine Tracking System

（参考）クラウド・コンピューティングがもたらすイノベーション②：ものづくり



22

（参考）クラウド・コンピューティングがもたらすイノベーション③：物流、中小・ベンチャー企業

マーケティング情報や貨物情報などを分析することにより、物流ルーティングの精緻化
（例：ユーザが配送日を指定せずとも都合の良い日に配送してくれる等）が実現。

また、資金力の無いスタートアップ企業が、クラウド・コンピューティングを活用することに
よって、投資リスクを犯さずに大規模ビジネスを展開可能に。

○『Animoto』という米ベンチャー企業は、ユーザが投稿した
デジカメ写真と楽曲を組み合わせてミュージック・ビデオを
生成し、これをウェブ間で共用するアプリケーションを人気
ＳＮＳで使えるようにし、ユーザをわずか3日間で2万5000人
から25万人に急増させることに成功。

○通常であれば、この急増にコンピューティング・パワーが
対応できないはずだが、クラウド・サービスを使うことで簡便
にサーバの台数を50台から4000台まで拡大することができ、
途切れることサービス提供を実現。

（出所）経済産業省「クラウド・コンピューティングと日本の競争力に関する研究会」第３回資料

• 車両プローブ情報

• マーケティング情報
（需給（予測）情報）

• 貨物/製品情報（位置・量等） etc

• 物流ルーティングの
最適化 etc

収集・分析

収集情報 提供価値

ITS・物流
クラウド

工場

配送
センタ

倉庫
一般
ユーザ
ー

ユーザ
ー企業

小売店

ITSを使った物流ルーティングシステム ベンチャー企業のスタートアップ支援システム
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Ⅲ－２．新興国マーケットの台頭

新興国のＧＤＰシェアの増加予測

（出所）世界人口白書２００９

新興国の人口の増加予測

（出所）国際貿易投資研究所 「国際比較統計データベース」
ＤＩ「ＩＴ産業の社会インフラ分野への国際展開調査（ＪＩＰＤＥＣ委託）」 23

 2030年のＧＤＰシェア予測では新興国が6割以上を占めるなど、経済成長と社会インフラ
構築が同時進行する中国を始めとした新興国が新たな主要マーケットに。
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Ⅲ－３．ＩＴを活用した課題解決と社会構造改革

世界・日本の抱える課題解決に、ＩＴが大きく貢献することで市場を拡大。

ITの貢献の内訳（単位は億トンCO2換算）

24

21
11

22
建築物運輸

産業

スマートビルディング
16.8

モーターや産業
分野の制御

9.7

物流効率化
15.2

スマートグリッド
20.3

エネルギー供給

（出所）国土交通省他

（例２）ＩＴによる水資源管理（例１）ＩＴのＣo2削減への貢献

（出所）ＧｅＳＩ (Global E-Sustainability Initiative) 2008年6月

2020年にはＩＴ技術によって78億トンCo2
（世界全体の排出量15％）の削減を可能との調査報告

ITを活用した水資源管理システムは
2兆円の市場規模に成長するとの予測もある



患者の行動や健康情報を携帯のＧＰＳや健康器具のセンサによって収集し、ネット上で
医師や患者自身、疾病管理事業者と共有することで、患者一人一人にテーラーメイドさ
れた治療や生活改善のための情報を「情報薬」として処方するサービスが実現。

インターネット経由

Step２

・治療計画を提示することで、非専門医であってもガ
イドラインに準拠した治療が行える。
・患者の自覚症状を診察日以外に聞き取ることで、

合併症の状態把握が可能となり、早期発見・早期治
療が可能となる。

Step３

適切なタイミングで情報を提供すると，患者の知識が増加し，
生活習慣改善が可能となる（情報薬）

Step1
無線通信機能付きセンサー・センサ情報収集基盤は、
医療現場における医師・患者双方の実運用に耐えうる。

治療計画立案エンジン
・治療計画案
・治療実績管理

新規新規

情報薬調合エンジン

新規新規

センサ情報に基づく
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改良改良
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治療計画書：ＰＣ画面イメージ

本日の診療項目は・・・・です。・・・・について
確認してください。【治療計画立案】
血液検査の結果は・・・です。
【検査センターより収集、経年分表示】
○月○日に受診予定日のご連絡をしました。
【疾病管理業者・コールセンターからの情報】

インターネット経由

インターネット経由
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情報薬：携帯電話イメージ

 ■電車にのりましたね。一駅手前で降り
て歩きませんか？
【行動解析結果による改善情報】

○月○日に△△病院で検査した結果を
お伝えします。HbA1cが・・・・です。

【検査結果通知】
最近手足の痺れを感じることはありまし
たか？【合併症早期発見】

検査結果通知

合併症早期発見

通院中断防止
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合併症の状態把握が可能となり、早期発見・早期治
療が可能となる。
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適切なタイミングで情報を提供すると，患者の知識が増加し，
生活習慣改善が可能となる（情報薬）

Step1
無線通信機能付きセンサー・センサ情報収集基盤は、
医療現場における医師・患者双方の実運用に耐えうる。
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本日の診療項目は・・・・です。・・・・について
確認してください。【治療計画立案】
血液検査の結果は・・・です。
【検査センターより収集、経年分表示】
○月○日に受診予定日のご連絡をしました。
【疾病管理業者・コールセンターからの情報】
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 ■電車にのりましたね。一駅手前で降り
て歩きませんか？
【行動解析結果による改善情報】

○月○日に△△病院で検査した結果を
お伝えします。HbA1cが・・・・です。

【検査結果通知】
最近手足の痺れを感じることはありまし
たか？【合併症早期発見】

検査結果通知

合併症早期発見

通院中断防止

センサ・ＧＰＳからの健康情報を活用した健康管理システム

（出所）経済産業省「クラウド・コンピューティングと日本の競争力に関する研究会」第３回資料 25

（参考）ＩＴを活用した課題解決例①：ヘルスケア



 ＧＰＳ・センサ情報と運転者の情報を組み合わせることによって、個人にマッチした情報
提供や縦列走行などの自律運転といった交通システムの革新が実現。

運転者の情報(趣向等)とＧＰＳ情報
（車体の位置情報等）を組み合わせ、
一人一人にマッチした情報を
最適な場所で提供可能に

（出所）ＮＥＤＯ資料、経済産業省「クラウド・コンピューティングと日本の競争力に関する研究会」第３回資料

センサ・ＧＰＳからの道路・運転者情報を活用した交通システムの革新

個人向けの情報提供

26

（参考）ＩＴを活用した課題解決例②：交通システム



ウェブ会議や仮想デスクトップ環境を活用することで、育児や介護との両立や移動時間
の削減、顧客情報の効率的な管理といったワークスタイルの革新が実現。

Work 
at 
office

Move 
to 
Practic
e office

Back 
to 
home 
office

Back 
home 
around 
midnigh
t

Call

9:00     10:00     11:00     12:00     13:00     14:00     15:00     16:00     17:00     18:00     19:00     20:00     21:00 
22:00     23:00                                   

Have

Lunch

at desk

Have 

dinner

at desk

Lots of 
paper 
work

Ad-hoc 
meeting

Follo
w-up 
meeti
ng

Team 
meeting

9:00     10:00     11:00     12:00     13:00     14:00     15:00     16:00     17:00     18:00     19:00     20:00     21:00 
22:00     23:00                                   

After

Before

Call

Lunch Private 
time

Call
Work at 
Home

Remote Group 
Work

Work at 
Home

在籍情報

ＩＭ カメラ画像

OS

仮想マシン

各種ミドルウェア

OAソフト（メール等）

MS Office

・・

DaaS(desktop as a 
service) 
全ての機能をサービス
として提供

USBキーを利用して自宅の
PCをシンクライアント化

参考：在宅勤務を支援する最新サービス（Desktop as a Service）

• 育児や介護との両立や移動時間の削減

といった生産性の向上

• Webカメラを利用することで臨場感のある

コミュニケーションを可能とするとともに、

シンクライアントPCを利用することで

セキュリティ上の課題を克服（出所）経済産業省「クラウド・コンピューティングと日本の競争力に関する研究会」第３回資料

ウェブ会議や在宅勤務を支援するシステムなどを活用したワークスタイルの革新

27

（参考）ＩＴを活用した課題解決例③：テレワーク

http://images.google.com/imgres?imgurl=http://www.w-setagaya.org/images/works.jpg&imgrefurl=http://www.w-setagaya.org/works2.html&usg=__JHdcnVqeyJMsQ5qr87LJ41k98Tw=&h=320&w=240&sz=20&hl=ja&start=16&um=1&tbnid=obMUrjV-u_c6lM:&tbnh=118&tbnw=89&prev=/images?q=%E5%9C%A8%E5%AE%85%E5%8B%A4%E5%8B%99&hl=ja&rls=com.microsoft:en-US&um=1�
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Ⅲ－４．世界のエレクトロニクス・ＩＴ産業において競争力を有する主体

現在、世界のエレクトロニクス・ＩＴ市場において競争力を有する主体は３種類。

①「コモディティ化圧力をかわす対応」：インテル、シスコ、IBM

＜インテル・シスコ＞

オープンクローズを見極めの上、クローズにするべき自社技術/ノウハウをブラックボックス化

した上で、そのインターフェースをオープン化し、国際標準を獲得した者

＜IBM＞

併せて、高付加価値ビジネスへのシフトをした者

②「ボリュームゾーンの覇者」：サムスン、デル、ヒューレットパッカード

グローバルに効率的な調達・販売網を構築し、ボリュームゾーンに大量販売することができた者

③「薄い付加価値でも規模で勝負」：グーグル、アマゾン

百万台を超えるサーバーからなる世界大のコンピューティングパワーにより、誰もが使わざるを

得ないサービス基盤（プラットフォーム）として規模の利益を獲得可能な者
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Ⅲ－５．日本の強み・弱み

WWW.

電気自動車

蓄電池

ＬＥＤ

太陽電池 新幹線電力

通信
水道

信頼性の高いものづくり 信頼性の高いインフラ・社会システム クールジャパン

（アニメ等のコンテンツ）

蓄積された膨大な情報

強み：「リアルな製品群と社会システム、そしてコンテンツ」

・信頼性の高いものづくり（擦り合わせ、アナログ領域：蓄電池、太陽電池）

・信頼性の高いインフラ・社会システム（電力、通信、新幹線等）、

・高感度な顧客・マーケットが育てたクールジャパン（アニメ等コンテンツ）

・高信頼なシステムから蓄積された膨大な情報（スイカ、電力等）の潜在的利用可能性

弱み：「デジタルとバーチャルなネットワーク」

・国際的視点の欠如（内向き）、ビジネスモデル、標準・ブラックボックス戦略の欠如、

スピード感の欠如等

http://images.google.com/imgres?imgurl=http://www.livingnature.co.jp/press/images/Ray-3.jpg&imgrefurl=http://www.livingnature.co.jp/press/index.html&usg=__o_CvSeplID5zPyLO58NmgOwz8ac=&h=2308&w=1651&sz=5502&hl=ja&start=11&sig2=n2ndlsDyi5cxC0Aq4rH5rg&tbnid=J1Bwg3wy-iLQwM:&tbnh=150&tbnw=107&ei=Ic2aSeiDAZWm6wOus93vCA&prev=/images?q=ray&gbv=1&um=1&hl=ja&lr=lang_ja&safe=off&sa=N&um=1�
http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www.conit.co.jp/labs/files/iphone3g_pair.jpg&imgrefurl=http://www.conit.co.jp/labs/index.php?e=79&usg=__Qlq2oQrCsKoeS1zFRucxRmWxm0M=&h=1200&w=998&sz=111&hl=ja&start=1&um=1&tbnid=roCBPaJhzNtABM:&tbnh=150&tbnw=125&prev=/images?q=iphone&hl=ja&lr=&sa=X&um=1�
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【具体的な解決策（１）】

Ⅳ.エレクトロニクス・IT産業の構造改革
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Ⅳ－１．我が国エレクトロニクス・ＩＴ産業が取り得る戦略的対応

○新興国市場における「グローカライゼーションによるボリュームゾーン戦略」

但し、この戦略で勝てる領域、プレイヤーの数は多くない。

○先進国市場では、コンピューティングパワーと情報伝送コストが限りなくゼロに近づいて

いるからこそ、そこでの規模の利益を追求した真っ向勝負だけでは利益をとれない。

○しかし、付加価値が見込まれる上位層の社会システムやコンテンツの強みを活かすこ

とで、コモディティ化の圧力に抗しつつ、イノベーティブなサービスを新たに生み出し、

成長のための活路を見出すことは十分可能。



コスト競争力強化
のための業界再編

再編を意識
した基盤的
な研究開発
プロジェクト

事業化を見据えた
新セグメント開拓のた
めの実証プロジェクト

①
③

各フェーズにおける「グローバルプレイヤー」育成・支援策

外国企業とのイコール
フッティングを意識した

設備投資支援

②
④

事業化を見据えた実証プロジェクト
（リチウムイオン電池／２次補正予算約１０億円）

 擦り合わせ段階（第１フェーズ）から、来るべきモジュラー化時代でのコスト競争に勝ち抜くため、以下を実施。

①グローバルプレイヤーの形成（再編）を意識した基盤的な研究開発プロジェクトの推進

②事業化の方向性を見据え、世界No.1となる事業セグメントを開拓するための実証プロジェクトの支援

 モジュラー化時代（第２フェーズ）においては、以下を実施。

③規模の経済を追求しコスト競争力を強化するため、産業革新機構の活用などによる業界再編の推進

④諸外国における積極的な産業振興策に対して、外国企業とのイコールフッティングの観点から、法人実効税
率の国際的水準を目指した引下げや資金面の支援など企業の設備投資等に対する支援を検討

用途別市場規模推移

0

2

4

6

8

10

12

2008年 2020年

約10年で
約10倍に

増加

無停電電源
通信基地局

ビル・工場
バックアップ用

住宅用

電力系統用
（風力等）

自動車用
（ＥＶ、ＨＥＶ））

産業用
（鉄道・建機）

民生用
（携帯用機器、
医療機器他）

（出所）各社からのヒアリングより経済産業省作成

Ⅳ－２．モジュラー化時代を勝ち抜ける「グローバルプレイヤー」の育成と支援

32

自動車用以外にも、今後様々な用途が広がる。
新たな用途を開拓し、世界No.1となるチャンス。
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Ⅳー２－①．新興国市場における「グローカライゼーション」によるボリュームゾーン戦略

・夫婦＋子供２人の家族構成
・１６０Ｌ１ドア冷蔵庫使用
・トレイ上部には果物カット直置き
・ドア部はシロップ類、調味料、

缶詰、スパイス豊富
・水は一日２回煮沸したものを冷却

一人２本使用

（出所）パナソニック（株）資料

パナソニック社のインドネシアの冷蔵庫についての分析

具体的使用事例

 パナソニックでは、商品開発の仕組みを抜本的に見直し、現地の家庭に何度も訪問して、消費者
の声を聞いて商品を企画し、開発から生産を一気通貫させ、昨年１０月にインドネシアで現地の風
土・文化に根ざした白物家電シリーズ「アロワプラス」を発売。

 日本向けの細かい間仕切りなどを取り払い、電力インフラの整備が遅れているというインドネシア
の課題に対応した低電力消費の冷蔵庫は想定の２倍で販売台数が推移。

 戦略実行のための各社の事業体質改善・競争力強化に向け、租税特別措置等の見直しなどを前
提として、まず、５％程度の法人税率引下げの先行的実施やＦＴＡの推進、産業革新機構等を活
用した産業再編・事業再編を促す環境整備等を図る。

◆インドネシア ７大都市を訪問調査
・中間所得層：果物中心（必要最低限）
・Ｎｅｘｔ Ｒｉｃｈ ：果物、野菜中心に保存

余り物の保存も散見
・富裕層 ：野菜、清涼飲料水等豊富



 グローバルプレイヤーを育成・支援する一方、将来の成長分野については、グリーンＩＴの推進や低炭素型産業
の国内立地支援等を実施し、裾野産業まで含め、海外・国内で重層的なものづくり基盤を強化。

低炭素型雇用創出産業立地推進事業

Ⅳ－２－②．裾野産業まで含めた国内ものづくり基盤の強化
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グリーンＩＴの推進 ～「ＩＴ機器の省エネ」と「ＩＴによる社会の省エネ」～

○基盤となる省エネ機器・省エネシステムを技術的に確立 ○機器・システムによるCo2削減量を測定・可視化し、測定手法・基準を国際標準化

○導入に向けたインセンティブの付与 ○システムの海外展開における日本政府と民間企業の連携強化

○日本を核としたグリーンＩＴによるワールドアライアンスの確立

【民間投資の呼び水】
○補助額の約５倍に及ぶ設備投資（1,400億円）の

呼び水となった

【国内雇用の創出】
○裾野産業を含め、30都道府県にわたって

1万7,500人の雇用を創出
○最低でも４年間以上の安定的な雇用を創出。

○昨年12月に閣議決定された『明日の安心と成長のため

の緊急経済対策』の中で、『低炭素型雇用創出産業の

国内立地の推進』が盛り込まれたことを受け、21年度

2次補正予算で約300億円を計上。

○将来の大きな成長が期待できる、リチウムイオン電池

やLEDなど、国内での工場立地（設備投資）に対して、

費用の1／2（中小企業）、又は、1/3（中堅・大企業）を、

補助（補助金上限50億円）。

目に見える経済効果

シャープ (株)
LED
広島県

ユミコアジャパン (株)
リチウムイ オン電池

関連部材（正極材）

兵庫県

(株)甲府明電舎
電気自動車用部品（モーター）

山梨県

多摩川精機(株)
電気自動車用部品（モーター制御）

長野県、青森県(株)田中化学研究所
リチウムイ オン電池

関連部材（正極材）

福井県

並木精密宝石(株)
LED関連部材

秋田県

ソニーエナジーデバイ ス(株)
リチウムイ オン電池（携帯基地局用等）

福島県

セントラ ル硝子(株)
太陽電池関連部材

三重県

豊田合成(株)
LED
佐賀県、愛知県

京セミ(株)
太陽電池（省エネセンサー用）

北海道

戸田工業(株)
リチウムイ オン電池関連部材（正極材）

山口県、福岡県

(株)モレックス喜入
LED関連部材

鹿児島県

三菱化学(株)
リチウムイ オン電池関連部材

香川県

アルプス電気（株）
太陽電池関連部材

福島県

日立ビークルエナジー（株）
リチウムイ オン電池（商用車用）

茨城県

（株）遠藤照明
LED照明器具（比住宅・屋内要）

栃木県

協伸工業（株）
LED関連部材

埼玉県、栃木県、青森県

コニカ ミノルタホールディングス（株）
太陽電池部材

東京都

NECトーキン（株）
リチウムイ オン電池（電力貯蔵要）

リチウムイ オン電池関連部材

神奈川県

（株）東芝

リチウムイ オン電池
（電力貯蔵用）

長野県

長野オートメーショ ン(株)
リチウムイ オン電池関連装置

長野県

三菱電機照明（株）
LEDモジュール

静岡県

（株）明電舎
電気自動車用部品（イ ンバーター）

静岡県

（株）リチウムエナジー
ジャパン

リチウムイ オン電池

（一般自動車用）
滋賀県

旭化成イ ーマテリアルズ（株）
リチウムイ オン電池部材

（セパレータ）

滋賀県

新神戸電気（株）
リチウムイ オン電池

（産業用）

滋賀県、三重県

日立マクセル(株)
リチウムイ オン電池

（産業用）

京都府、富山県

星和電機（株）
LED特殊照明器具（産業用、

道路トンネル用）

京都府

ニコチン亀岡（株）
電気自動車用部品

（充電器等）

京都府

恵和（株）
LED関連部材

和歌山県

住友金属工業（株）
原子力発電プラ ント部品

兵庫県

冨士発條（株）
リチウムイ オン電池

（ケース・フタ等）

兵庫県

日本セラ ミック（株）
電気自動車用部品

（モーター制御）

鳥取県

宇部興産（株）
リチウムイ オン

電池関連部材

（電解液）
大阪府

ニッポン高度紙工業(株)
リチウムイ オン電池

関連部材（セパレータ）

高知県

宇部興産（株）
リチウムイ オン電池（セパレータ）

山口県

チタン工業（株）
リチウムイ オン電池（負極材）

山口県

セントラ ル硝子（株）
リチウムイ オン電池関連部材（電解液）

山口県

(株)東芝
ＬＥＤチップ

福岡県
三洋電機(株)
リチウムイ オン電池

（一般自動車用・電力貯蔵用等）

大阪府、兵庫県、徳島県

（株）竹田鉄工所
風力発電機部品

岡山県

リチウムイ オン電池関連 ＬＥＤ照明関連 電気自動車関連 その他太陽電池関連

エナックス（株）
リチウムイ オン電池

（電力貯蔵要）

愛知県
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（参考）世界各国で進む『新・重商主義』

（例１）米国オバマ政権の電池産業への立地助成金/グリーン設備への税額控除

【電池産業への立地助成金(2009年3月発表）：具体的内容】

○電池及びその部材などの工場立地に対し、費用の50％を補助。

○全部で３０社が助成対象となり、補助金総額は約1,900億円。

【グリーン設備への税額控除(2010年1月発表）：具体的内容】

○電気自動車やLED、太陽光発電などのクリーンエネルギー関連装置
等の製造施設の新設や拡充に対し、建設費用の30％を税額控除。

○全米43州の183プロジェクトが対象。控除総額は約2,100億円。

シャープ
【太陽光発電】

税額控除額：165万ドル

Volkswagen Group （独）
【電気自動車】

税額控除額：1.5億ドル

Cree（米）
【ＬＥＤ】

税額控除額：3909万ドル

（助成案件の例）

（例２）欧州委員会の基金（EU全体で約2兆円/年）を利用した立地助成金

○グリーン産業の工場建設の最大50%を補助。（ドイツ：約800億円、フランス：約600億円など）

○雇用環境が厳しい地域に重点的に補助。

1,700 

1,750 

1,800 

1,850 

1,900 

1,950 

2,000 

2,050 

2,100 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

ヨーロッパ
（英、独、仏、伊）

アメリカ

7年間で

300万人減少

7年間で

200万人減少
（万人）

各国で進む製造業の雇用減少

戸田工業
助成額：3500万ドル

Compact Power（LG化学） （韓）
助成額：1億5140万ドル

Saft America（仏）
助成額：9550万ドル

（助成案件の例）

欧米など先進国が、大胆な投資支援策で、将来の成長産業を囲い込み

 欧米においても、製造業における雇用減少は深刻な課題。こうした中で、次世代の産業・雇用の柱となる成長
分野（リチウムイオン電池、ＬＥＤなど）の設備投資を徹底的に支援し、国内での立地・雇用創出を推進。



Ⅳ－３．単なるコスト競争に陥らないためのイノベーションの強化
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現在の蛍光灯の２倍の発光効率
（消費電力半減）を目指すプロジェクト

次世代高品質照明
高品質ＧａＮ基板

①国際標準化を見据えたイノベーション（ＬＥＤ照明の例）

高効率照明基盤技術開発
（ＬＥＤ照明／２次補正予算約５５億円）

発光効率などＬＥＤ照明の性能を
測るための国際標準がない

LED照明器具の測光方法国際標準化実施体制

ＬＥＤ照明の測光方法について
国際標準化を進める体制を整備②グローバルなオープン・イノベーション

（例：欧州のフレームワークプログラム）
③ユーザー視点のイノベーション

（例：欧州のリビングラボ）

 日本企業が持つ技術の付加価値を高めることにより、単なるコスト競争に陥ることを防ぐ観点から、

以下のイノベーション強化策を実施。

①技術の強みを活かすための国際標準化を見据えたイノベーションの推進

②グローバルなオープン・イノベーションの推進

③ボリュームゾーンを見据えたユーザー視点（マーケティング重視）のイノベーションの推進



Ⅳ－３－①．「ブラックボックス」とオープン」を合わせた標準化戦略

（例）次世代エネルギー・社会システムにおける標準化
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国際標準化

優先分野の

着実な実施

米国との連携
～米国NISTとの連携

・米国NIST（国立標準技術研究所）と産業技術総合研究

所で標準共同開発中（２００９．５～）

・日米首脳会談における標準共同開発のための覚書締

結（２００９．１１）

～欧州CENELEC（電気標準化委員会）との情報交換

～ERIA（東アジア・ASEAN経済研究センター）、APEC２０１０を
活用してアジア諸国への展開

将来を見据えた
全体像を想定

日本企業にとっての
重要システムを特定

日本企業の強み／弱
みを分析し、重要アイ

テムを特定

海外市場の動向/海外
プレイヤーの分析

スマートグリッドに関する総合的国際標準化戦略を検討。

分散型電源関連制御機器、電気自動車用充電インフラ関連機器などの２６の重要ア
イテムを特定。

日本企業の強みをいかし、海外展開に資する国際標準化ロードマップを策定

国際標準化ロードマップ策定（2010.1）

関連施策検討や技術開発
と国際標準化活動等の一
体的推進
～事業戦略を活かし、研究開発や

実証実験等の施策と連携した

戦略的な標準化の検討

（出所）経済産業省「次世代エネルギー・社会システム協議会」中間とりまとめ

 スマートグリッドにおける標準化戦略の検討を一般的な手法に昇華させ、他の重点分野へ活用。



我が国コンテンツの海外展開を支援するため、国際見本市（コフェスタ等）の活用やコン
テンツ海外展開ファンドの形成、ＡＣＴＡによる著作権侵害コンテンツ対策等を実施。

国を挙げてのプロモーション（第２２回東京国際映画祭）

アジア共通市場の形成を目的に、以下
をテーマに、アジア７か国の官民コンテ
ンツ関係者が一堂に会する場。
・参入障壁（中国の外資規制等）の低減
・アジア発の共同プロジェクトの立ち上げ

38

商談促進のための国際見本市の活用

果敢にリスクを取るビジネスへの支援

国際コンテンツフェスティバルの開催

昨年コフェスタの動員数は約100万人。
世界43ヶ国から来場あり。

アジア・コンテンツ・ビジネスサミット

海外展示会等への出展

著作権侵害コンテンツ対策

「JAPAN EXPO」 （本年7月、パリ）にコフ
ェスタを出展し、16万人動員。
本年、上海国際博覧会へのコフェスタ出
展を予定（「コフェスタin上海」開催）。

コンテンツ海外展開ファンド

インターネット上に氾濫する著作権侵害コンテ
ンツ対策として、ＡＣＴＡによる海外の保護の
拡大や国内著作権制度等を巡る議論の整理
を実施。

市場化されていない知的財産権や
、各社が有するノウハウ・人材など
を結集し、グローバル市場におけ
る新たな事業の開拓を行う革新的
なビジネスモデルを支援。

官民による出資

クリエイティブ海外展開ファンド（仮称）

例：コンテンツの海外展開力
強化型プロジェクト

（①海外市場狙いのコンテンツ開発、
②日本の原作活用モデル）

人材

（ビジネスプロデューサー等）

中小コンテンツ制作会社等

コンテンツ制作力

クリエイティブ業界内外からノウハウ・人材等を結集し、
海外展開を行う事業への支援

例：異業種連携型プロジェクト

中小コンテンツ制作会社等

コンテンツ制作力

著作権等
人材

（ビジネスプロデューサー等）販路開拓等ノウハウ

大手映画会社等

民間出資

商社・アパレル業界

民間出資

出資
原作者・出版社等 大手映画会社等

産官学に眠るコンテンツ人材
＋資金を結集

コンテンツ海外展開ファンド

ACTA(模倣品・海賊版拡散防止条約)交渉

多様化・複雑化する模倣品・海賊版の世界的拡散

デジタル環境における執行
・プロバイダの法的責任の制限

・技術的制限手段の回避（例外と制限を含む）
・権利管理情報の保護等

インターネット
上の侵害コン
テンツも対象。

【現時点での交渉参加国】日本、米国、ＥＵ、スイス、カナダ
、

韓国、メキシコ、シンガポール、豪州、ＮＺ、モロッコ

強力な法的規律の形成、国際協力推進、執行実務強化

2008年から条文ベースの交渉を開始。

Ⅳ－４．コンテンツの海外展開支援



海外有力企業は、高度に加工されたコンテンツ（音楽・書籍等）に加え、世界中の個人が作成
するアプリ（iPhone）、動画（ユーチューブ）、つぶやき（ツイッター）等、薄い付加価値ながらも常識を
超える規模で情報を集積・提供して稼ぐビジネスを巧みに取り入れ、競争優位を構築。

我が国企業の新たなビジネスモデル構築に向け、制度・環境整備（権利処理・調整につ
いてのルール策定等）、新技術の標準化等を実施。

映画、テレビ、
音楽配信

電子書籍
配信

ブログ
ツイッター

カーナビ

アニメ
雑誌・書籍

・新聞

観光情報

趣味情報、
クチコミ

音楽・ＰＶ マンガ

個人作成
アプリ

日記、
つぶやき

ＰＣ スマートフォン ゲーム
車載
端末

家電
デジタル

サイネージ

個人作成
動画

映画・ドラマ

アニメ等の元々付加価値が高い情報だけでなく、
同じ嗜好を持つ人同士が生活関連情報を共有 等

日本

デジタルコンテンツの流通促進

蓄積される膨大な情報
（日本は世界第２位のデジタル市場）

高度に加工された付加価値の高いコンテンツを示す

相対的に付加価値の低いコンテンツを示す

クラウドコンピューティングを活用した膨大なデータの利活用

日本

多元的権利処理システムの実証

Ⅳ－５．ものづくり・サービス・コンテンツの複合新産業の育成と競争力強化

39

３D

電子
書籍

権利者と利用者の間で個別の交渉や契約が必要となる
権利処理手続きのシステム化により、取引コストを低減

管
理

事
業
者
等

＜権利者＞

管理事業者等が予め権利の利用条件を定め、利用
者がその条件に従うことで容易に権利処理が可能

現状

一任型権利処理

多元型権利処理

権利処理に係る取引コストが多大

＜利用者＞

＜権利者＞ ＜利用者＞

＜権利者＞ ＜利用者＞

管
理
シ
ス
テ
ム

最新技術等の標準化・規格化

３Ｄ映像制作システム（ ２Ｄ→３Ｄ変換ツール等）の開発・標準化
３Ｄ映像制作のワークフローの確立
３Ｄ映像の生体安全性ガイドラインと検証ツールの開発 等

総務省、文科省、経産省の３省政務級で、出版物のデジタル化に
関する懇談会を開催し、著作権制度のあり方から技術フォーマットの
標準化まで、幅広い課題を検討中（本年６月頃とりまとめ予定）。

http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www.conit.co.jp/labs/files/iphone3g_pair.jpg&imgrefurl=http://www.conit.co.jp/labs/index.php?e=79&usg=__Qlq2oQrCsKoeS1zFRucxRmWxm0M=&h=1200&w=998&sz=111&hl=ja&start=1&um=1&tbnid=roCBPaJhzNtABM:&tbnh=150&tbnw=125&prev=/images?q=iphone&hl=ja&lr=&sa=X&um=1�
http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www.g-mark.org/library/2007/best15/img/07A12007_L.jpg&imgrefurl=http://www.g-mark.org/library/2007/best15/07A12007.html&h=400&w=400&sz=36&tbnid=Z0HKi4o6lBMJ::&tbnh=124&tbnw=124&prev=/images?q=%E4%BB%BB%E5%A4%A9%E5%A0%82%E3%80%80%E5%86%99%E7%9C%9F&hl=ja&usg=__KfzfThj_P5zwh0hR6232rTLgiEQ=&sa=X&oi=image_result&resnum=1&ct=image&cd=1�
http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://blog-imgs-41.fc2.com/t/o/r/toramomopapa/kindle-2_convert_20090210231124.jpg&imgrefurl=http://toramomopapa.blog116.fc2.com/blog-entry-128.html&usg=__AVGxsQyovdsC6mrlOefN9D8P8Z4=&h=300&w=300&sz=10&hl=ja&start=5&um=1&tbnid=aatDL3DbZis9dM:&tbnh=116&tbnw=116&prev=/images?q=%E3%82%AD%E3%83%B3%E3%83%89%E3%83%AB&hl=ja&sa=N&um=1�


クラウドコンピューティングによるＩＴソリューション産業の産業構造転換を視野に入れ、
クラウドデータセンタの基盤整備、制度整備、クラウドを活用した新産業の創出を支援。

40

ユーザ企業

受託開発
元請けベンダ（SI）

下請けベンダ

受託開発型の多重下請構造

下請ベンダ下請けベンダ

仕様提示納品

パッケージベンダ

構造
転換

現在の産業構造 今後

クラウドコンピューティングの推進とそれを活用した複合新産業の創出

イノベーションの創出クラウドデータセンタ基盤整備 制度整備

「データ」を外部へ／利活用可能に高信頼性、低環境負荷を強みとするデータセンタ
でイノベーションを支える国内基盤を確立

データセンタの国内立地促進（国内規制緩和や立
地支援制度の創設等）、高信頼化・低環境負荷な
コンピューティング技術開発・標準化、ユーザ・ベン
ダ双方のおける人材育成の強化等を実施。

データ外部保存促進のための規制
緩和（e文書関連法の見直し）や著作
権法との関係整理、クラウド事業者
の責任関係の整理等を実施。

総合SIベンダ
・顧客のニーズに合った多様なサービス・コンサルティング提供

・中小ベンダ連携

個別サービス、プロダクトの提供

受託開発

協業関係

ｱﾌﾟﾘﾍﾞﾝﾀﾞ

B to Cベンチャー

SaaSベンダ

地域密着型コンサル

データセンタ業
・アジアのハブとなるデータセンタの整備

・電力・土木・建設業界との連携

ユ
ー
ザ
企
業運用/保守

ユーザ

膨大なデータを活用した新産業を創出

流通、農業、教育、ヘルスケア、交通等
の分野でデータを大量に活用した新サ
ービスを創出するための実証事業や体
制整備等を支援。

Ⅳ－６．基盤となるクラウドコンピューティングの推進
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Ⅳ－７．産学官連携によるグローバル・クラウド時代の人材育成

中長期的な成長を実現するために最も重要なのは、『人材』。産学官を挙げて、エレクト
ロニクス・ＩＴ人材育成に向けた政策（世界的な技術開発・標準化拠点整備等）を推進。

世界水準のコースワーク

・ 英語で実施

・ 海外の先進大学と連携し、

世界水準の教育プログラム

複数の大学が連携し、
世界水準の教育プログラムを提供。

最先端の研究・論文指導
・最先端の設備を活用。
・一線級の研究者が指導。

筑波大学東京理科大学

芝浦工業大学 ○○大学

（独）産 総 研 （独）物材機構

・・・
【米国の大学との連携】

スタンフォー
ド大学

NY州立大学
オルバニー校

＜大学間でMOU締結＞

○○大学

△△大学

□□大学

学生・研究
員の受入

教授の
派遣

学生の
派遣

世界水準の
大学院教育

アジア人材
の育成

グローバル・エレクトロニクス研究開発人材の育成
（例：つくば・ナノテクノロジー・アリーナにおける

世界水準の大学院機能・産業人材育成）

高度ＩＴ人材の育成
（例：情報処理技術者試験・ＩＴスキル標準の活用、産学官連携）

客観的なＩＴ人材育成・評価指標
の高度化・普及

・年間約60万人の応募者がある情報
処理技術者試験とＩＴに関する各種
スキル標準を連動
・試験等の利便性向上による人材
育成・評価指標の更なる普及を促進

※１ ＩＴ技術者の有する
知識・技能を確認する
ための国家試験。年間

約６０万人が応募。
※２ IT技術者に求められ

るスキルを体系化した
指標。「ＩＴスキル標準」、
「情報システムユーザー
スキル標準」、「組込み
スキル標準」の３指標が

整備されている。
※３ＣＢＴ＝ Computer 
Based Testing の略。

 情報処理技術者試験※１の体系を
見直し、各種人材スキル標準※２

と情報処理技術者試験を整合化
。

 平成２１年度より新たに「ＩＴ
パスポート試験」を創設。

 平成２３年度より、ＣＢＴ※３方
式による試験の導入を予定。

産学連携による
高度IT人材の育成

・文部科学省との協力関係の
下、産業界、教育界が連携し
た実践的な教育により、高度Ｉ
Ｔ人材を育成。

 産業界出身教員、産業界提
供教材による実践的な学部
教育を２２年度から５つの

大学で実施。
 23年度以降、このような取

組をさらに多くの大学に展
開。あわせて、実 践的なイ
ンターンシップ等も実施。

 産業構造変化を踏まえた、
ＩＴ技術者のキャリアパ ス
策定を支援するモデルの提

示。
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【具体的な解決策（２）】

Ⅴ．ＩＴによる産業の高次化（1.5次、2.5次、3.5次産業化）
と社会システムの革新
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Ⅴ－１．ＩＴによる産業の高次化と社会システムの革新 ～「スマートコミュニティ」～

（出所）スマートコミュニティ関連システムフォーラム資料、三菱重工資料より経済産業省作成

急速充電ステーション
コントロールセンター

スマートハウス

小水力発電

メガソーラー

急速充電ステーション

ITS

路面電車

原子力発電所

火力発電所

電力貯蔵装置

センサ等を活用した農業

陸上風車

電気自動車

スマートビル

電気バス

テレビ

ヒートポンプ給湯器
省エネエアコン

洗濯乾燥機 食洗機

ホームネットワーク

ホームゲートウェイ

電気自動車

太陽光発電

ＬＥＤ照明

スマートメーター

スマートハウス

Li-ion電池
(交換式)

Li-ion電池
(固定式)

モータ

空調 インバータ

将来的に
路面電車化も視野

電気バス（将来は路面電車化）

センサ等を活用した農業

電力不足時：電気自動車→家庭
電力過剰時：家庭→電気自動車

架線レス路面電車

駅での停車時：電池に充電
駅間の移動時：電池で駆動

EVを電力インフラとして活用

蓄電池を搭載した路面電車

電池交換式の電気バス。将来的には複数台を連結して路面電車化

各種情報を分析し、
最適な生産手段を可能に

３０分で８０％充電

コントロールセンター

地域のエネルギー需給を最適化するコントロールセンター

• 太陽光発電、風力発電、小水力など自然エネルギーを電源として積極的に活用
• 変動の多い自然エネルギーを地域内で有効活用するため、各家庭やオフィスで余った電力を地域内で融通
• 電気バスや電気自動車の位置情報と充電状態を管理することで、これらの自動車を電力インフラとして活用

コントロールセンター

ITS

EV

バッテリー交換ステーション

バッテリーコンテナ

風車

GPS

ITS

ITS

太陽光

電気バス

電気バス

EVや電気バス同士で情報をやりとりすることにより、
飛躍的な低炭素化と事故や渋滞問題の解決を同時実現

エネルギーネットワークと一体になった新しい交通インフラ

課程と結びついた病院

動作が効率化された工作機械
・テーラーメード化された医療の
提供

・ＧＰＳを活用した自動車両誘導
システム

医療／ものづくりなど



○これから産業・社会システムは「ヒトとヒトとのネットワークの時代」を超え、モノとセンサ
がネットワークで繋がることによって、あらゆるモノとモノ、モノとヒトが結びつく社会へ。

・ 「Internet of Things」

・ 「ユビキタス社会」

・ 「スマートコミュニティ」

○ＩＴによって、ヒト・モノ・カネに関するあらゆる情報を経営・生産・流通等に有効活用し、

農業・製造業・サービス業を高次化（1.5、2.5、3.5次産業化）するとともに、その先にある

社会システムの革新を実現していくことが極めて重要。

○政策対応としては、産業・社会システムの高次化がもたらす将来像を大胆にイメージし、

実現のための技術開発や標準化、社会制度改革を進め、システムの海外展開を支援。

・革新的な省エネルギー、高信頼なデバイス・コンピューティング技術開発

・膨大なデータを大量に収集・活用するためのデータ形式・ルールの標準化・規格化

・プライバシーに配慮したデータ利活用・流通ルールに関する整備・国際協調 等

44

Ⅴ－１．ＩＴによる産業の高次化と社会システムの革新 ～「スマートコミュニティ」～
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Ⅴ－２．ＩＴによる産業の高次化：ＩＴ経営の推進

ステージ１

4.1%

0.7%

1.2%

42.8%

35.3%

30.2%

41.0%

47.1%

46.5%

12.2%

17.0%

22.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本(n=271)

米国(n=153)

韓国(n=86)

ステージ２ ステージ３ ステージ４

10pt

15pt

出典：経済産業省「IT経営力指標」を用いた企業のIT利活用の現状（平成22年）

従業員1,000人以上の企業におけるIT経営の度合

我が国産業におけるＩＴ経営の度合は米韓に引き離されており、ＩＴ投資の質を高める
ため、今後（１）ＩＴ投資の効率化、（２）成功事例の収集と分析とその普及、

（３）ユーザサイド人材 (ＣＩＯ) の育成、（４）中小企業（ＩＴユーザ企業）に対するＩＴ化支援、
（５）情報共有、企業間・官民バリューチェーンの構築のあり方の検討などに取り組む。

我が国のＩＴ化ステージの状況

情報システムの導入

部門内最適化企業群

組織全体最適化企業群

企業・産業横断的
最適化企業群

１０．９％ ５６．９％ ２７．０％ ５．２％

情
報
シ
ス
テ

ム
の
導
入

情
報
シ
ス
テ
ム
を

部
門
内
で
活
用

情
報
シ
ス
テ
ム
を

「
部
門
を
超
え
て
」

企
業
内
で
最
適
に
活
用

情
報
シ
ス
テ
ム
を
取
引
先
や

顧
客
等
関
係
者
も
含
め
て

「企
業
を
超
え
て
」最
適
に
活

用

ステージ2

ステージ3

ステージ4

部分最適段階
“６８%”

全体最適段階
“3２%”

ステージ1

出典：「IT経営力指標」を用いた企業のIT利活用の現状調査（平成22年3月）

「
部
門
の
壁
」

「
企
業
の
壁
」

ＩＴ経営の度合い
（従業員1,000人以上の企業）

我が国のＩＴ化ステージの状況



Ⅴ－３．ＩＴによる産業の高度化：組込みソフトウェアの標準化・信頼性向上

近年、爆発的に大規模化、複雑化している組込みソフトウェアの標準化・信頼性向上の
ため、車載制御システムにおいて、ソフトウェアだけではなく、半導体等のハードウェアま
で含め、業界横断的に共同開発を推進。併せて、ソフトウェアエンジニアリング手法を確
立し、成果を情報家電やロボット等の他産業分野へ横展開。

また、一層の信頼性確保のため、業界一体となった検証の高度化に向けた取組を促進。

2000年

100万行

500万行
～1000万行

現在

5～10倍

自動車
プログラム行数

2001年

100万行

500万行

現在

5倍以上

携帯電話
プログラム行数

エレクトロニクス

その他

15%

その他 47%

エレクトロニクス

ハイブリッド車

共通領域の拡大

標準化の推進

民間での実装 電子化時代の
自動車関連産業の
国際競争強化

ソフトウェアの
不具合４６．３％

ハードウェア設計の
不具合 21.8%

製造上の不具合
12.7

車の価格に占めるエレクトロニクス関連開発費の割合

一般車

爆発的に大規模化・複雑化するソフトウェア 製品出荷後の不具合の原因

今後の展開JasPar（高信頼な車載ソフトウェアの共同開発と開発環境の整備）事業

参画企業：国内の自動車メーカ（トヨタ、日産、ホンダ等）、サプライヤ（デンソー、日立等）、組込みソフトメーカ（イーソル、ヴィッツ等）、
半導体メーカ（NECエレ、ルネサス等）、ツールメーカ（キャッツ、ADaC等）計27社

競争領域

日本発
車載OS

欧州発
車載OS

欧州

[AUTOSAR版]

新・車載OS

（EU標準）

【現状】

OS

ﾐﾄﾞﾙｳｪｱ
（通信方式の制御等）

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
（低燃費・低騒音

走行の制御等）
競争領域

[JasPar版]

新・車載OS

日本

欧州発
車載OS

欧州日本

【今後】

or

標準化提案

非競争領域
拡大

新機能開発に
リソース集中

政策対応

課題

この仕組みを情報
家電やロボット等
他分野へ横展開

ソフトに限らず、半
導体等を含めたシ
ステム領域を対象
として標準化
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情報流通基盤大企業A系列

大企業B系列

中小企業

B企業ＩＤ

A企業ＩＤ

TDB0123 A企業ＩＤ
TDB0123

CIIxxx

大企業C系列 C企業ＩＤ
GLNxxxx

コードマッピングテーブル
共通企業コードセンター（DB)

企
業
Ｉ
Ｄ
変
換
基
盤

商号

A企業ＩＤ

B企業ＩＤ

Ｃ企業ＩＤ

行政ＩＤ

商号

A企業ＩＤ

B企業ＩＤ

Ｃ企業ＩＤ

行政ＩＤ

商号

A企業ＩＤ

B企業ＩＤ

Ｃ企業ＩＤ

行政ＩＤ

企業コード変換テーブル
問い合わせ

回答

行政機関

法務省コード
社保庁コード
税務署コード
etc

相互連携基盤

商号

A企業ＩＤ

B企業ＩＤ

Ｃ企業ＩＤ

行政ＩＤ

中小企業や業界団体のニーズに基づき、企業や業界を越えて自由自在に情報の交換や
共有が行える基盤（ビジネスインフラ）の構築を図る。

また、電子タグ等の自動認識技術を活用した、相互運用性のあるＩＴネットワークの構築
（世界の輸出入者・物流業者・港湾・税関等が繋がる）をＡＰＥＣ等の国際枠組を活用して
推進。これにより、貨物動静のリアルタイムで自動的な把握を可能にし、製造業のグロー
バル・サプライチェーンを最適化する。

Ⅴ－４．ＩＴによる産業の高度化：物流の高次化

国際物流における貨物動静共有ネットワークの構築
ビジネスインフラの構築

（企業ＩＤの場合）



Ｘ
ｘ

ユーザー（国民）
主導のサービス設計

電子行政実施に
必要な基盤の整備

縦割りを克服し司令
塔となる体制の整備 ・政府ＣＩＯの設置

政府全体の行政業務改革と行政情報化の司令塔となる政府CIOの設置 等

・行政オープン化の推進
アイディアボックス等の、行政への国民参加の仕組みをさらに活用

統計情報等の行政保有情報について二次利用可能な形式で提供

・手続き等の徹底的な簡素化（業務改革）、国民１人１

人にきめ細かく対応したワンストップサービスの検討
例えば、住民票取得の手続きを市役所まで行かずとも行えるようにするとともに、将来的には国

民の手を介さずオンラインで住民票情報を受け渡す業務改革により住民票自体を不要とする 等

Ⅴ－５．ＩＴによる社会システムの高次化：電子政府

・国民ID（税・社会保障共通番号）の整備
国民IDの整備により、

①行政機関のデータ連携により書類削減(申請負担軽減)等の効率化

②国民に対してネットを通じて年金等の自己情報を確認できるようにするとともに、

ワンストップの行政サービスを提供

③国民１人１人に対するきめ細かい政策対応

等を可能とする。

こうした国民IDの整備のためには、不正なアクセスを防ぐための認証基盤の整備や情報

の不正な利用を防止しつつ民間サービスとの連携するための諸制度の整備等が課題。

・行政・民間で共通利用可能な文字基盤（フォント）整備
外字に関し、共通利用可能な文字基盤を構築し、社会全体のコストを削減

・政府におけるIT調達手法の改革 等

具体的施策

国民主導の電子行政実現に向け、以下の政策を推進。

48



Ⅴ－６．街全体の課題解決型システムの構築 ～スマートコミュニティアライアンスの推進～

49

 平成２２年４月に「スマートコミュニティアライアンス」を設立し、我が国におけるスマートグリッドの構築及び海
外展開策について議論を推進。戦略的官民連携により、世界市場への展開に向けた方策を検討。

49

49

＜日・印 スマートコミュニティ
プロジェクト＞

日・印企業によるコンソーシアムを形成
し、スマートグリッド、水、リサイクルを含
めた都市開発を推進。４月にコンソーシ
アムとインド州政府間でMOUを締結。

＜日・米プロジェクト＞ニ
ューメキシコ州において
スマートグリッド技術実

証を実施（NEDO）

＜日（沖縄）・ハワイ
プロジェクト＞

ニューメキシコ州においてスマ
ートグリッド技術実証を実施

＜国内実証＞
国内のエネルギーネットワー
クにおける次世代エネルギー

・社会システムの実証
スマートコミュニティ

アライアンス（２８７社）
※4/6 設立時点

企画WG

国際標準化WG

ロードマップWG

輸出促進（ミッションの海外派遣等も視野に）

国際標準化の推進

時間軸、空間軸を踏まえたスマートグリッ
ド、スマートコミュニティの展開に向けた中

長期ロードマップ作成

は平成２２年度、 は平成２３年度に実施。
日中プロジェクトについても立ちあげるべく調整中。

国内実証と並行して、海外プロジェクトを推進

スマートハウスWG
家庭エネルギー情報を活用した「見える

化・評価」を実現する情報系インフラ（プラ
ットホーム）の検討



1980年代初頭

CPU DRAM 周辺機器

PCメーカー
が独自の
設計・性能
を競い合う

1990年代後半～

CPU

周辺機器

実質的にインテルが
策定したオープン標準

インテル
Chip Set

ＯＳ

DRAM

～1970年代

Ａ社

Ｂ社

メーカー毎に
ブラックボック

ス化

Ⅴ－７－①．技術革新がもたらすリアル社会・リアルビジネスの変革

現在

クラウド・コンピューティング

あらゆる情報・知識が蓄積され、圧倒的なコン
ピューティングパワーを活用可能な情報基盤

・半導体微細化によ
る「ダウンサイジン
グ」

・ＯＳ及びマイクロプロ
セッサ分野における「デ
ファクト標準」の確立

・大量の情報・知識を蓄積する「ストレージ」技術
・検索アルゴリズム等の革新的な「ソフトウエア」
・高速・大容量の「ネットワーク」の整備
・フラットディスプレイ・電池等の「モバイル」技術

ウインドウズが
デファクトを確立

・中小企業を含むあらゆる企
業における生産性を向上
・半導体~セット~ソフトウェア
が垂直統合

・企業間/企業-個人における
データ交換・電子商取引が進展
・「デファクト」を獲得したＯＳベン
ダー、CPUベンダーにレントが
集中

・莫大な情報・知識と圧倒
的なコンピューティングパ
ワーが利用可能。
・機器の開発競争から社
会のアーキテクチャー構
築を軸にした新しい競争
に移行

（例） ＩＴの技術革新がもたらした
リアル社会・リアルビジネスの変革

技術革新

社会・ビジネス変革

これまでＩＴ技術の革新が、リアル社会・リアルビジネスの変革を先導。
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Ⅴ－７－②．リアル社会・リアルビジネスを変革するための技術戦略

イノベーション
（技術革新）

リアル社会・リアルビジネスの変革

ポイント３

不連続な技術革新によりゲーム
（産業競争）のルールを変革する

ポイント１

社会的課題（成長の制約条件）
の解決

ポイント２

オープンイノベーションの基盤創成
と「選択と集中」

地球温暖化問題など
一企業の努力の範囲
を越えた社会的課題
が生起

技術の融合化・複合化
と研究費の巨大化によ
り、一企業が技術を囲
い込むことは不可能

技術革新のポイントは今後ともリアル社会・リアルビジネスの変革を先導し続けること。
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Ⅴ－７－③．イノベーションからリアル社会・リアルビジネスへの展開支援

シーズ探索 基礎研究 応用研究 事業化実証 事業化

オープンイノベーショ
ンによる研究開発

オープン化と差別
化による標準戦略

リアル社会・リアル
ビジネスにおける
競争力確保

解決すべき社会的課題
グリーンイノベーション／ ライフイノベーション 等

ビジネス戦略と標準戦略の一体化
「競争に勝つ」から「競争のルールを作る」へ

○ 従来の直線的なイノベーションモデル

○ リアル社会・リアルビジネスと一体化したイノベーションモデル

産学官の連携による研究シナジーの発揮

アジアをはじめ世界中の頭脳（研究人材）を結集

エネルギー／環境

医療／健康

技術の複合化・融合化

研究コストの莫大化

産学官
研究助成

国際標準化研究拠点
整備

フィールドでの
実証・検証

リスク資金
供給

研究開発から企業再編まで、
社会やビジネスへの展開を
図るための複合的な技術

戦略モデルが必要。

従来の直線的なイノベーションモデルから脱し、研究開発の方向性を「競争に勝つ」から
「勝てるルールを作る」ことにパラダイムシフト。
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✔ 世界水準の先端ナノテク研究設備・人
材が集積するつくばに、世界的なナノテ
ク研究拠点の構築を目指す。

✔ 経済産業省・文部科学省が連携して、
日本が強みを有するコア領域の研究環境
を整備

✔ 主要企業・大学や世界との連携網を広
げ、産学官に開かれた融合拠点として、
ナノテクの産業化と人材育成を一体的に
推進。

Ⅴ－７－④．革新的技術開発、エレクトロニクス人材育成の推進

開発リスクが高く、長期にわたる基盤的な研究開発に対し、国としても、豊かな社会の実
現と国際競争力の確保等の観点から、積極的に支援を行う。

特に、既存の企業や業界の枠組みを越えて、要素技術の組み合わせによるシステム開
発や戦略的な国際標準化、エレクトロニクス研究人材の育成等を推進。

エレクトロニクス人材育成
（つくばナノアリーナ構想）

革新的技術開発の推進

国際標準化
安全

省エネルギー

高信頼

高度な機能の実現

小型軽量

低コスト

ネットワーク・ストレージ

○ブロードバンド無線
10 年後に 1Gbps

○センサーネットワーク
1ゾーンあたり 1万ノード

○高速不揮発メモリ
大容量・高速・長寿命

ディスプレイ・インタフェイス

○次世代ディスプレイ
有機ＥＬ、電子ペーパー

○３D 映像等の映像技術

○音声認識・画像認識
話し言葉、画像診断・
分子イメージング等

デバイス技術

○超低消費電力半導体
10 年後に集積度 8倍
、消費電力 1／ 3

○パワーデバイス
10 年後にパワー密度
３倍以上

○リチウムイオン電池、 LED
の大容量化・長寿命化 等

ソフトウエア技術

○検索・マイニング技術
蓄積情報量 １００兆件
（Web ページ換算）

○セキュリティ技術

○組込ソフトウエアの高信頼
化

クラウド・
コンピューティング

組込システム

要素技術開発

システム技術開発

システム実証・普及支援

家庭分野
コントロールセンター

ITS

EV

バッテリー交換ステーション

バッテリーコンテナ

風車

GPS

ITS

ITS

太陽光

電気バス

電気バス

交通分野

イ ン タ ー ネッ ト 経由

S t e p２

・ 治 療 計 画 を提 示する こ と で、 非専門 医であっ て も ガ

イ ド ラ イ ンに 準拠し た 治療が 行える。

・ 患 者 の 自 覚 症状を診 察日以 外に聞 き 取るこ と で 、

合 併 症 の 状 態把握 が可能 と なり 、 早期発 見・ 早期治

療 が 可 能 と なる 。

S t e p３

適 切 な タ イ ミ ングで情 報を提 供すると ， 患 者の知 識が増 加し ，

生 活 習 慣 改 善が可 能と なる（ 情報 薬）

S t e p 1

無 線 通 信 機 能付き セ ンサー・ セ ン サ 情 報収 集基盤 は 、

医 療 現 場 に おける医 師・ 患者双 方の実 運用に 耐えう る。

治 療 計 画立 案エンジン

・ 治 療 計 画 案

・ 治 療 実 績 管理

新 規新 規

情 報 薬 調合 エンジン

新 規新 規

セ ン サ 情報に 基づく

行 動 解 析基 盤技術

改 良改 良

イ ン タ ー ネッ ト 経由

治 療 計 画書 ：Ｐ Ｃ 画 面 イ メ ージ

 本 日 の 診 療 項目は ・・ ・ ・です 。 ・ ・ ・ ・ に つ い て

確 認 し て く ださ い。 【 治 療 計 画 立 案】

 血 液 検 査 の 結果は ・・ ・ です。

【 検 査 セ ン タ ーより 収 集、 経年 分表示 】

 ○ 月 ○ 日 に 受診予 定日の ご連絡を し まし た。

【 疾 病 管 理 業 者・ コ ールセン タ ーから の 情報 】

イ ン タ ー ネッ ト 経由

イ ン タ ー ネッ ト 経由

イ ン タ ー ネッ ト 経由

患者

かかりつけ医

疾病管理事業者

疾病管理事業者

検査センター

体 重

血 圧

血 糖

行 動

生 化 学 検 査 結果

治 療 計 画

イ ン タ ー ネッ ト 経由

情 報 薬 処 方 箋

生 活 習 慣 改 善情報 薬

情 報 薬 ： 携帯電 話 イ メ ー ジ

 ■ 電 車 に の り まし た ね。 一駅手 前で降 り

て 歩 き ま せ んか ？

【 行 動 解 析 結 果による 改善情 報 】

 ○ 月 ○ 日 に △△病 院で検査 し た結果 を

お 伝 え し ます。H b A 1 c が ・ ・ ・ ・ で す。

【 検 査 結 果 通 知】

 最 近 手 足 の 痺れを感 じ るこ と はあ り まし

た か ？【 合 併 症 早 期 発見 】

検 査 結 果 通 知

合 併 症 早 期 発見

通 院 中 断 防 止

イ ン タ ー ネッ ト 経由イ ン タ ー ネッ ト 経由

S t e p２

・ 治 療 計 画 を提 示する こ と で、 非専門 医であっ て も ガ

イ ド ラ イ ンに 準拠し た 治療が 行える。

・ 患 者 の 自 覚 症状を診 察日以 外に聞 き 取るこ と で 、

合 併 症 の 状 態把握 が可能 と なり 、 早期発 見・ 早期治

療 が 可 能 と なる 。

S t e p３

適 切 な タ イ ミ ングで情 報を提 供すると ， 患 者の知 識が増 加し ，

生 活 習 慣 改 善が可 能と なる（ 情報 薬）

S t e p 1

無 線 通 信 機 能付き セ ンサー・ セ ン サ 情 報収 集基盤 は 、

医 療 現 場 に おける医 師・ 患者双 方の実 運用に 耐えう る。

治 療 計 画立 案エンジン

・ 治 療 計 画 案

・ 治 療 実 績 管理

新 規新 規

治 療 計 画立 案エンジン

・ 治 療 計 画 案

・ 治 療 実 績 管理

新 規新 規新 規新 規

情 報 薬 調合 エンジン

新 規新 規新 規新 規

セ ン サ 情報に 基づく

行 動 解 析基 盤技術

改 良改 良

セ ン サ 情報に 基づく

行 動 解 析基 盤技術

改 良改 良改 良改 良

イ ン タ ー ネッ ト 経由

治 療 計 画書 ：Ｐ Ｃ 画 面 イ メ ージ

 本 日 の 診 療 項目は ・・ ・ ・です 。 ・ ・ ・ ・ に つ い て

確 認 し て く ださ い。 【 治 療 計 画 立 案】

 血 液 検 査 の 結果は ・・ ・ です。

【 検 査 セ ン タ ーより 収 集、 経年 分表示 】

 ○ 月 ○ 日 に 受診予 定日の ご連絡を し まし た。

【 疾 病 管 理 業 者・ コ ールセン タ ーから の 情報 】

イ ン タ ー ネッ ト 経由イ ン タ ー ネッ ト 経由

イ ン タ ー ネッ ト 経由イ ン タ ー ネッ ト 経由

イ ン タ ー ネッ ト 経由イ ン タ ー ネッ ト 経由

患者

かかりつけ医

疾病管理事業者

疾病管理事業者

検査センター

体 重

血 圧

血 糖

行 動

生 化 学 検 査 結果

治 療 計 画

イ ン タ ー ネッ ト 経由イ ン タ ー ネッ ト 経由

情 報 薬 処 方 箋

生 活 習 慣 改 善情報 薬

情 報 薬 ： 携帯電 話 イ メ ー ジ

 ■ 電 車 に の り まし た ね。 一駅手 前で降 り

て 歩 き ま せ んか ？

【 行 動 解 析 結 果による 改善情 報 】

 ○ 月 ○ 日 に △△病 院で検査 し た結果 を

お 伝 え し ます。H b A 1 c が ・ ・ ・ ・ で す。

【 検 査 結 果 通 知】

 最 近 手 足 の 痺れを感 じ るこ と はあ り まし

た か ？【 合 併 症 早 期 発見 】

検 査 結 果 通 知

合 併 症 早 期 発見

通 院 中 断 防 止医療分野エネルギー分野

○プリンテッド・エレクトロニクス

○半導体微細化技術
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【具体的な解決策（３）】

Ⅵ．課題解決型システムの革新と海外展開
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Ⅵ－１．世界最高水準のサービス品質を誇る日本の社会インフラ

電力 ： 年間平均停電時間

（出所）東芝ＨＰ、日立製作所ＨＰ、ＭＵＲＣ「ＩＴ産業の社会インフラ分野への国際展開調査（ＪＩＰＤＥＣ委託）」、経済産業省「水ビジネス国際展開研究会」

日本

４分

ドイツ

３７分

米国

９７分

中国

８００分

＞ ＞ ＞

水道 ： 漏水率

日本
（東京）

３．６％

米国
（ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ）

９％

イギリス
（ﾛﾝﾄﾞﾝ）

２６．５％

タイ
（ﾊﾞﾝｺｸ）

３３％

（例）我が国の電力、鉄道、水道のおけるサービス品質の比較優位性

＞ ＞ ＞

日本

９９％

イギリス

８８％

タイ

６３％

マレーシア

４３％

＞ ＞ ＞

（例）鉄道インフラに占めるＩＴの高度制御 ：
世界で毎年1.3兆円の投資

インフラ

20%

車両

37%
制御

11%

サービス

32%

世界の鉄道市場規模
全体約12兆円/年
（2005-07平均）

（鉄道制御システム）

運転整理画面

ＩＴの高度制御によって、車両、運行管理・信号
システム、変電システム、旅客サービス等を統合。

鉄道 ： 定時発着率比較

日本の社会インフラは、世界最高水準のサービス品質。

サービス品質には、ＩＴの高度制御が大きく貢献。（インフラ投資全体の中で一定程度の割合を占める。）
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Ⅵ－２．グリーン分野を中心とした海外の膨大なインフラ投資

中国（125兆円）
●2020年までに発電量に占める自然

エネルギー割合を12.5％に引き上げ
●国内鉄道を12万km延長 等

米国 (27兆円）（ｵﾊﾞﾏ政権のｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ）
●約14兆円をグリーンエネルギーに投資
●100万台のＰＨＥＶ車を生産
●導入再生可能エネルギー25%へ

英国（10兆円）
●洋上風力発電に約9兆円以上の投資

ロシア（69兆円）

●2030年までにシベリア

鉄道を近代化

メキシコ（29.7兆円）

●5カ年の国家インフラ計画

●輸送・通信分野で巨額投資

ブラジル（32兆円）

●リオデジャネイロ～サンパウロに

高速鉄道

その他：台湾（11兆円）、南アフリカ共和国（9兆円）、タイ（5.9兆円）、ベトナム（5.8兆円）、イラク（4.5兆円）、韓国（4兆円）、フランス（3.4兆円）など

（公表されているだけでも）海外のインフラ投資額合計：４３０兆円超

インド（20兆円）
●2007～11年で鉄道網整備に9兆円
●2020年までに30基の原子力発電所等

サウジアラビア（47兆円）
●メッカ～メディナを鉄道連結
●6カ所にメガ経済都市を建設

コンゴ（7.4兆円）

●コンゴ川に世界最大の

水力発電ダムを建設

先進国・新興国を問わず、グリーン分野を中心に巨額のインフラ投資を次々と計画。



57（出所）ＤＩ「ＩＴ産業の社会システム分野への国際展開調査（ＪＩＰＤＥＣ委託）」

ｺﾛﾗﾄﾞ州ﾎﾞﾙﾀﾞｰ

 ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ
導入ﾃｽﾄ

 '08～'09
 約5万世帯
 Xcel Energy

、Accenture
他

ｶﾅﾀﾞ ｵﾝﾀﾘｵ州

 ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ
導入

 '08～'10
 約450万

世帯
 Ruggedco

m 他

フロリダ州
タラハシ
 ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ
 ～'10
 約22万世帯
 Honeywell、

Elster他

関西地区
 ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ
 1200万世

帯
 関西電力

ｲﾝﾄﾞ ﾆｭｰﾃﾞﾘｰ
 ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ
 '08～'10
 約50万世帯
 Saab-

Grintek 他

マルタ共和国
 ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ
 '08～'12
 全25万世

帯
 IBM 他

イタリア
 ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ
 全2,400万

世帯
 ENEL、

Landis+Gy
r,Oracle 他

フィンランド
 ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ
 '08～'12
 約300万世帯
 Landis+Gyr

（凡例）国名/都市名
導入インフラ or 機器
導入目標年
導入世帯数
参加企業名（赤字はＩＴ関連企業）

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州
 ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ
 '06～'12
 約1,000万

世帯
 PG&E

オランダ （アムス
テルダム）
 ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ
 '09～'11
 Accenture,
IBM、Cisco 他

イギリス
 ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ
 ～'20
 全2,400万

世帯
 EDF, GE 

他

スウェーデン
 ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ
 90,000台
 GE 他

デンマーク
 ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ
 IBM 他

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ
 DMS*

 GE

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
 ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ
 120万件
 Silver 

Spring

韓 国
 ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ
 韓米共同開発（LS電

線、韓国電力、
Google, IBM, GE他）

注： メーター導入中 メーター導入予定 スマートグリッド導入中 スマートグリッド導入予定
* Distribution Management System（送配電管理システム）
** スマートメーター、超伝導ケーブル、蓄電池、インバーター等

Ⅵ－３．海外で加速する課題解決型システムの構築

（例）海外におけるスマートグリッド・スマートメーター関連の取組

既に海外では主要ＩＴ企業が参画し、課題解決型システムの構築に向けた動きを加速。



開発途上国
～安定的な電源インフラを～

先進国
～次世代暮らしのショーケースを～

家庭用蓄電池や電気自動車を

うまく活用して太陽光発電で発
電した電気を有効利用

• ユーザーのプライオリティに従って
機器の節電や省エネを実施

• ユーザーのニーズを踏まえて複数
の機器を協調制御

燃料電池

省エネ節水型バス

ＬＥＤ照明

エアコン

太陽光発電

• リラ ックスするときにはお湯の温
度と照明を下げる

• 朝は熱いお湯で明るい照明で
目を覚ます

供給情報を収集

• ユーザーの設定した優先順位に基づいて
機器を操作

• 高齢者がいるときは大きな文字で表示

大型ＴＶ

最適制御
利用情報を収集

スマートメーター

スマートハウス

燃料電池バス

電気自動車
自然エネルギー＋蓄電池で
無電源地域に安定電源とエネルギーインフラを

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

エネルギー

通信

空港・港湾・鉄道

道路

上下水道

アジアのインフラ需要（2010-2020年）

(10億ドル)

出典：ＡＤＢ

ＢＲＩＣＳ等の新興国
～低炭素のエネルギーインフラ展開～

工業団地やニュータウン需要には
ゼロエミ電源のエネルギーインフラを売り込み

コジェネの導入

原子力発電 太陽熱

風力発電

コジェネ

水インフラ

－日系工業団地での共同エネルギー利用－
（インド・ニムラナ工業団地）

工場の電源をネットワークでつなげ、コジェネを導
入、低炭素なエネルギーインフラへ

Ⅵ－４．官民一体となった課題解決型社会システムの国際展開

58（出所）経済産業省「次世代エネルギー・社会システム協議会」中間とりまとめ

（例）「次世代エネルギ－・社会システム」の国際展開

 リスクファイナンスの供給や体制整備等により、官民一体となって海外展開を支援。



＜２０１０年４月：直嶋経産大臣訪印＞

○直嶋大臣、シャルマ商工大臣立会いの下、州政府と

日本企業コンソーシアムが協力覚書を締結しＦＳを開始。

○日印ビジネスリーダー対話を開催。

○日本企業コンソーシアムの幹事会社（東芝、日立製作所、三菱重工業、日

揮）のトップを同行。

＜２００９年１２月：鳩山総理訪印＞

○スマートグリッド、水、リサイクル、都市交通など、日本の環境システム技術を活かした「スマート コミュニティ」の開発につい

て、首脳間で合意。

○デリームンバイ開発公社とＪＥＴＲＯが協力覚書を締結。

○ＮＥＤＯが、技術面に関してシステム実証実験。

○政策ツールを総動員し、民間投資によるビジネス展開を支援。インド企業と

も連携。

デリー

＜東芝＞

ＮＥＣ、東京ガス

ハリアナ州マネサール

＜日揮＞

三菱商事、

荏原エンジニアリング、
日本ＩＢＭ、

日建設計、横浜市

マハラシュトラ州
シェンドラ

＜日立製作所＞

伊藤忠、京セラ、
東京電力、

ハイフラックス、
北九州市、

エックス都市研究所

グジャラート州ダヘジ

＜三菱重工業＞

三菱商事、三菱電機、
Ｊパワー、三菱総研

グジャラート州
チャンゴダル～ドレラ

チェンナイ

ムンバイ

官民一体となったトップ外交により、新興インド市場を開拓。

Ⅵ－５．デリームンバイ産業大動脈“スマートコミュニティの実現”
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